
人 事・労 務 の 課 題 解 決 メ デ ィア

https://www.rosei.jp/readers/

4111
2025年（令和7年）12月26日発行

役
員
報
酬
・
賞
与
調
査

非
財
務
情
報
を
用
い
た
役
員
報
酬
改
革

　川
崎
重
工
業

　退
職
者
の
情
報
持
ち
出
し

　従
業
員
ヒ
ア
リ
ン
グ

4
1
1
1

25
・
12
・
26

第2・4金曜日発行　2025年12月26日発行　ISSN 1342-5250

本誌特別調査

2025年
役員報酬・賞与等の最新実態
 （労務行政研究所）

人的資本時代に求められる
非財務情報を用いた役員報酬改革

実務解説

川崎重工業における
業績連動型賞与制度の改定

企業事例

退職者による
情報持ち出しに関する諸問題

実務解説

人事制度改定における従業員ヒアリングの進め方
実務解説

運賃の着服等を理由に懲戒免職となったバス運転手に対する退職手当の全額不支給処分は有効
（京都市事件　最高裁一小　令 7. 4.17判決）

労働判例

●転居を伴う異動の内示を取り消した場合、引っ越し先の検討等で現地訪問に要した交通費を会社が負担すべきか
●虚偽の理由で有給の特別休暇を取得した社員に、給与の返還を求めることは可能か
●目安となる購入金額を社員に示した上で、自社商品の購入を呼び掛けることは問題か
●一般社員による有期契約労働者への発言でも、契約更新の合理的期待を持たせることになるか
●本社移転時に、労使協定書を移転先の労働基準監督署へ届け出る際の留意点
●海外グループ会社の従業員が日本本社の業務を行う場合の、人件費負担の考え方と税金等の処理上の留意点
●社会保険料の未納が発覚した場合、どのような対応が必要か
●共働きの場合、子どもの健康保険の被扶養者認定はどのように行うのか

相談室Q&A
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